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要旨

1

⚫ 自宅で最期を迎える高齢者が2040年までに倍増すると見込まれ、介護保険による
在宅介護のニーズは今後ますます高まる。

⚫ 介護保険制度の創設により訪問介護の事業所・従事者は増加したが、担い手の
伸び率と比較して利用者の伸びが小さく、小規模事業所が多数を占める。

⚫ 小規模化の背景には、参入障壁の低さとサービスの個別性という2つの要因があり、
複数事業所併用者に係る調整コスト、マネジメント負担の増大などを招いている。

⚫ 訪問介護事業所が単体で安定的に事業を継続する目安となるのは1事業所あたり
利用者90人で、この前提に立つと適正事業所数は11,500ヵ所と試算。

⚫ 事業所規模拡大のためには、事業者に対する慎重な新規指定、既存事業所に対す
る他事業所との連携インセンティブや再委託の拡大などが考えられる。

⚫ 利用者の選択による事業所淘汰は難しいものの、一部の地域ではサービス付き高齢
者住宅への集住という形での事業の集約は始まっている。

⚫ 介護離職者数は出産・育児離職者数を逆転した。マクロ経済的観点では、今後、
生産年齢人口が急減するなかで、介護離職による労働力減を招かないことが重要。
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１．介護サービスを採り上げる背景と課題認識
⚫ 介護サービスが亡くなる直前の生活を支えている。

⚫ 自宅で最期を迎える人は倍増する見通し。

⚫ 頼れる親族がいない高齢者の増加が必至。

２．訪問介護事業所の現状

３．訪問介護事業所の小規模化の背景と課題

４．方向性と改善策
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介護サービスを利用する人の割合

▍ 平均寿命は男性81.47年、女性は87.57年だが
亡くなるピークは男性85歳、女性92歳(2021年)

▍ 90歳代以上の女性の7割以上が介護サービスを利用

介護サービスが亡くなる直前の生活を支えている
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(資料) 厚生労働省 『人口動態統計』 (資料)厚生労働省 『介護給付費実態調査』 2021年11月審査分



Copyright (C) 2022 The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved.

27 

18 

35 

0

20

40

60

80

100

1970年 1975年 1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年

(万人)

自宅 介護施設 医療機関

推計

自宅で最期を迎える高齢者は倍増する見通し

▍ 自宅で亡くなる高齢者18万人(2020年)→35万人(2040年)

▍ 1970年代まで遡れば、約30万人が自宅で最期を迎えていた

▍ しかし世帯の様相が1970年と2040年では大きく異なる
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65歳以上の死亡場所

(資料)厚生労働省『人口動態統計』、国立社会保障・人口問題研究所『日本の将来推計人口(平成29年推計)』などを基に日本総合研究所推計
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未婚

567万人

有配偶

3992万人

死別

932万人

離別

404万人

頼れる親族がいない高齢者が増加

▍ 50歳時未婚率 男性28.3％、女性17.8％
⇒この先、頼れる親族がいない高齢者がますます増える

▍ 50歳以上(5900万人)のうち子がいない人は800万人
※そのうち約5分の1は甥・姪もいない
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50歳以上の配偶状況と子の有無(2020年)

(資料)総務省統計局『国勢調査』、厚生労働省『人口動態統計』、国立社会保障・人口問題研究所『出生動向調査』を基に日本総合研究所推計
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在宅サービス

訪問介護サービス（ホームヘルプサービス）

▍ 介護保険の在宅サービスのひとつが訪問介護

▍ 訪問介護の利用者 約150万人

▍ 内容：身体介護、生活援助(家事)、通院等乗降介助

7

居宅介護支援（ケアプラン作成）

訪問型のサービス
• 訪問介護

(ホームヘルプサービス）

• 訪問入浴
• 訪問看護
• 訪問リハビリ など

通所型のサービス
• 通所介護

（デイサービス）
• 通所リハビリ

など

宿泊型のサービス
• 短期入所生活介護

（ショートステイ）
• 短期入所療養介護

など

施設サービス
※ 福祉用具、住宅改修、予防給付、地域密着型サービスの記載は省略した



Copyright (C) 2022 The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved.
8

１．介護サービスを採り上げる背景と課題認識

２．訪問介護事業所の現状
⚫ 事業所は3.6倍、従事者は3倍に増加。利用者は1.5倍(制度改正の影響あり)

⚫ 一事業所あたりの職員数は減少。有効求人倍率は高く人材獲得が困難。

⚫ 単純平均で1事業所あたり職員15人(常勤換算7人)、利用者33人。

⚫ 人口密度が高くても事業所規模が小さい地域、その逆の地域もある。

⚫ 事業所数は横ばいでも、入れ替わりが激しい。

３．訪問介護事業所の小規模化の背景と課題

４．方向性と改善策
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介護保険制度により訪問介護事業所・従事者とも増

▍ 介護保険制度創設から22年

▍ 訪問介護事業所ならびにヘルパーは約3倍に増加

▍ 担い手の伸び率に比べて利用者の伸び率が小さい
（最大時でも伸び率2倍、その後、制度改正により縮小)
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(資料)厚生労働省『介護サービス施設・事業所調査』『介護給付費実態調査』
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一事業所あたりの職員数は減少傾向

▍ 事業所あたりの常勤換算職員数は減少傾向

▍ ホームヘルパーの有効求人倍率は約15倍
⇒欠員が出ても補充が難しい
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(資料)社会保障審議会 介護保険部会資料(2022年8月25日)(資料)厚生労働省『介護事業経営実態調査』
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訪問介護事業所は小規模な事業所が多い

▍ 全国35,000事業所、従事者数53万人
→平均15人、常勤換算7人

▍ 一事業所あたり平均利用者数 33人

▍ ただし、訪問介護「専業」ではない事業所もある
（例）デイサービスがメインだが、副次的に訪問介護も提供
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(資料)介護労働安定センター『介護労働実態調査』 (資料)厚生労働省『介護サービス施設・事業所調査』

※利用者ゼロの事業所は除外した
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人口密度が低いから事業所が小さい、わけではない
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事業所数はほぼ横ばいだが入れ替わっている

▍ 訪問介護事業所の総数は近年ほぼ横ばい

▍ 経営が安定しているわけではなく入れ替わっているのが実態
(例)東京都：約3千ヵ所 毎年約150ヵ所が入れ替わる
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(資料)東京都保健福祉局ウェブサイトをもとに作成(資料)厚生労働省『介護サービス施設・事業所調査』
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１．介護サービスを採り上げる背景と課題認識

２．訪問介護事業所の現状

３．訪問介護事業所の小規模化の背景と課題
⚫ 小規模化の背景：参入障壁の低さとサービスの個別性

⚫ 小規模事業所では
① 複数事業所併用者にかかる調整コスト
② 事業所規模に関わらず発生するマネジメントの負担
③ 離職率の高さと事業継続性の見通し悪化 が生じている。

４．方向性と改善策
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小規模化の背景：参入障壁・個別性

▍参入障壁の低さ

介護保険の事業所として
指定を受ける際の必要事項

⚫事務所

⚫2.5人の職員

⚫新規指定申請書類
⇒不備がなければ受理され
介護保険の事業者として
指定を受けられる

⚫事業を開始してから
都道府県が指導・監査

15

▍ サービスの個別性

⚫通所型・入所型では、
施設に合わせてサービスを
提供できる

⚫訪問型では利用者宅に
合わせてサービスを提供

⚫同僚の仕事を見る機会が
少なく、サービスの標準化が
難しい
⇒技術・サービスのバラツキ
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職場の人間関係・運営方針に不満があり離職した人が多い

▍ 前職が介護職で現在訪問介護に従事している人の離職理由として
「職場の人間関係」が最多

※雇用動向調査の離職理由(択一式)で「職場の人間関係」を理由に挙げた人は8.9％
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(資料)介護労働安定センター『介護労働実態調査』

前職の離職理由
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小規模化が引き起こす課題（１）調整コストの拡大

▍ 一事業所ではサービスが足りず、
複数事業所を併用する利用者が発生

▍ 新規受け入れが難しい事業所が９割
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(資料)厚生労働省 介護事業所・生活関連情報検索「介護サービス情報公表システム」ウェブサイト（2022年10月アクセス)

(資料)浜銀総研
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小規模化が引き起こす課題（２）マネジメント負担

▍ 制度上実施する必要がある事項

⚫ 能力評価に基づく適切な処遇

⚫ 人材育成や研修による
モチベーションの維持向上

⚫ 自然災害や感染症に備えた事業
継続計画(BCP)の策定と運用

⚫ 高齢者の虐待防止

⚫ 利用者とホームヘルパーの間・
事業所内のハラスメント防止

▍ 質の向上のための取り組み

⚫ ICTを用いた業務効率化
⇒小規模事業所ほど導入率は低い

⚫ 蓄積したデータの分析
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小規模化が引き起こす課題（3）事業の継続性

▍ 小規模事業所ほど離職率が高い

▍ 小規模事業所ほど事業の継続性に問題あり
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大規模事業所の利点

▍ 一事業所あたりの利用者数が多いほど、ヘルパーが
受け持つ利用者数が多い ≒ 効率的
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１．介護サービスを採り上げる背景と課題認識

２．訪問介護事業所の現状

３．訪問介護事業所の小規模化の背景と課題

４．方向性と改善策
⚫ 訪問介護事業所単体で安定的に経営できる目安は利用者90人

→それを目安にすると、適正事業所数は全国11,500ヵ所と試算。

⚫ すでに事業所規模が小さく、事業数の増加によってさらに事業所規模が
縮小傾向にある都道府県では、事業所の集約に力を入れていくべき。

⚫ 事業所規模の拡大策として
① 慎重な新規指定（都道府県と市町村の協議による指定）
② 既存事業所の運営規模拡大に向けた連携ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ付与・再委託の緩和
③ サ高住への集住という変化球ではあるが、利用者の選択による集約
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1事業所あたり利用者90人⇒11,500事業所

▍ 訪問介護事業所が単体で安定的に事業を継続する目安：
利用者数90人、月商350万円

▍ 現状では、利用者数100人以上の事業所は3.8％

▍ 利用者90人につき1事業所と仮定すると、11,500事業所
⇒その場合に1事業所あたりヘルパー48人(内パート31人)

(注)介護保険の指定を受けている約3.5万事業所のうち「主たる事業が訪問介護」の事業所は約2万
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優先的に事業所の集約を進めていくべき地域

▍ 事業所がすでに小さい＆事業所の増加によりさらに規模縮小している
地域（第４象限の■印）
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事業所規模の拡大に向けた具体策

▍ 事業所の新規指定

⚫ BCPの提出を求めるなど「安定的に経営できるか」を考えさせる
(やってみて考える、ではなく、続けられる見込みがあるか）

⚫ 都道府県と市町村が新規指定にあたって協議する機会を増やす
(その事業所を作ることが地域にとってプラスになるのか)

▍ 既存事業所の運営規模拡大

⚫ 他事業所との連携を介護報酬において評価

⚫ サービスの再委託の範囲の拡大

▍ 利用者による選択

⚫ 情報開示に基づく利用者の選択による淘汰を目指したが、
需給バランス・情報の非対称性を踏まえると現実には難しい

⚫ ただしサービス付き高齢者住宅という形での集約は始まっている
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訪問介護の提供先＝サ高住が３割を超える地域も

▍ サービス付き高齢者住宅に住む要介護高齢者数(推定)÷訪問介護の利用者総数
…集住する高齢者へのサービス提供による事業の集約が起きている
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(資料)高齢者住宅協会『サービス付き高齢者向け住宅の都道府県別登録状況』、厚生労働省『介護給付費実態調査』、総務省統計局『国勢調査』をもとに日本総研推計
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仕事と介護の両立支援は喫緊の課題

▍ 生産年齢人口は急激に減少する→「離職せざるを得ないような状況」を防ぐ必要

▍ 2021年の介護・看護による離職者は約10万人で、出産・育児による離職の約２倍

▍ 労働力の維持のためにも、20年かけて実現してきた「介護の社会化」の維持が肝要
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